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中高一貫教育の実現に向けた
具体策の検討 その1



（調査目的）

公明党神戸市市議団では、令和3年度／令和4年度の政務調査事業において神戸市の魅力を高め
るため「子供達の教育」はどうあるべきか、そのための教育インフラはどのように充実させるべきかを
調査研究してきた。

◇ 本調査の趣旨

Part1、Part2、Part3の調査を通じて「中高一貫教育」というモデルが各自治体でも教育をトリ
ガーにした地域振興の成功事例であることが明らかになった。今回は、さらに深掘りを行い、中高一
貫教育を実現した自治体首長／担当部局、実現に向けて現場レベルで活動した教育関係者、現場の
教師や市民の声など関連するステークホルダーの声を取材し、実現まで何をなすべきか、何に注意を
払うべきか、どのようなスケジュール・手順で進めたのか、その結果どのような影響があったか･･･など
先進事例を深掘りしていく。

また、御市の教育に関わる方々にも取材し、神戸市の事情に合わせた方向性／課題についても明ら
かにしていく。

本調査は、Part3でお示しした「開校に向けてのロードマップと設置準備計画」の各項目に基づき、
今後3部に亘り探求していく。



(主要な調査項目：以下、取材先についてはその1～その3に関わる論点を取材する)
①さいたま市清水市長／教育委員会への取材
②大宮国際中等学校への取材
③鎌倉女子大学 高橋正尚教授（横浜中高一貫校立ち上げに関して）
④東洋大学 石坂康倫参与（現在は･･･） 東京での中高一貫校設立に関して
⑤父兄への取材
⑥東京都教育委員会
⑦神戸市教育委員会／企画調整局
⑧私立学校との連携／棲み分け

（提案項目）
中高一貫校を設立に向けた行政のアクションプログラムを取材により明らかにする。特に一方で教育界、とりわけ

教員組合や学校長会など教育関係者へのコンセンサス形成をどのように行ったか、また、市民の理解促進をどのよ
うに図っていくか、などを取材。
「その1」では･･･

（1）中高一貫校の定義
（2）設立から開校までの全体スケジュール
（3）施設整備などのハードウェアに関わる論点／課題
（4）予算／法整備など

について先進事例・専門家・行政を含む関係者への取材を通してまとめていく。
続く「その2」では、「組織体制」「教師の育成・マネジメント」、また「その3」においては「入学者選抜」「教育内容」「広
報・PR」についての提言をまとめていく。
以上、3部作の調査報告を策定。先進事例の取材を通して神戸市にとっての具体・現実的なロードマップを提示する。



報告の内容

１．さいたま市清水市長・教育委員会への取材を通して

２．中高一貫校の定義

３．設立から開校までの全体スケジュール

４．施設整備などのハードウェアに関わる論点／課題

５.予算／法整備など
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横浜サイエンスフロンティアの場合→３年間の準備期間
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設立予算６８億円



設立予算９５億円



【Q28】中高一貫教育校の教員免許について教えてください。

【A28】
教育職員免許法では，「教育職員は，この法律により授与する各相当の免許状を有する者でなければならな

い。」（同法第3条第1項）と規定しており，学校種ごとの免許状（中学校の教員であれば中学校教諭の教員免許
状）を有していることを原則としています。しかし，中等教育学校については，「中等教育学校の教員（養護又は
栄養の指導及び管理をつかさどる主幹教諭，養護教諭，養護助教諭並びに栄養教諭を除く。）については，第1
項の規定にかかわらず，中学校の教員の免許状及び高等学校の教員の免許状を有するものでなければならな
い。」（同法第3条第4項）と規定しております。これは，中等教育学校は，義務教育として行われる普通教育並び
に高度な普通教育及び専門教育を一貫して施すことを目的とするものであることから，中学校及び高等学校
両方の免許状を有することを原則としたものです。なお，中等教育学校制度の創設に当たって，中等教育学校
教員免許状の創設は行われませんでしたが，これは中等教育学校の教育課程は中学校及び高等学校に準じた
取扱いがなされる予定であったことから，免許状についても現行の中学校教諭免許状及び高等学校教諭免許
状により対応することとしたものです。また，当分の間の経過措置として，中学校の教諭の免許状又は高等学
校の教諭の免許状を有する者については，それぞれ中等教育学校の前期課程又は後期課程における教科の教
授を担任する主幹教諭，指導教諭，教諭又は講師となることができるとしています（同法附則第17項）。
また，併設型及び連携型の場合については，それぞれ独立した中学校及び高等学校であることから，それぞ

れの免許状を有する者がそれぞれ担当する学校において，担当の教科を担任する教員になることができます。



【Q29】併設型や連携型の中高一貫教育校で，中学校の教員が高等学校の授業を担当できますか。

【A29】
教育職員免許法により教員は各担当の免許状を有していることを必要としているため，中学校の教員が高等

学校の授業を担当する場合，中学校の免許状に加え，担当しようとする高等学校の教科の免許状を有しているこ
とが必要になります。したがって，中学校教諭普通免許状しか有していない教員が高等学校で授業を担当するこ
とは認められません。高等学校の教諭が中学校の授業を担当する場合についても同様です（ただし，情報，福祉
等の高等学校の専門教科等の免許状による中学校の専科指導については，教育職員免許法第16条の5第2項
により認められています。）このため，併設型や連携型の場合において中学校の教員が高等学校の授業をする場
合には中学校教諭及び高等学校教諭の双方の免許状を持つ者を配置するなど，人事配置上の工夫を講じること
が望ましいと考えられます。
なお，中学校の教員が高等学校の授業においてティームティーチングを行う場合については，高等学校相当免

許状を有する教員による年間授業計画及びその指導・助言に基づき行う限りにおいては，他方の教員が相当の
免許状を有している必要はありません。


